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 備 考 要旨は，4,000字以内とする。 
用しないことから，効率的な資源配分であるかどうかが明らかにされなけれ
ばならないからである。 
国庫補助金等の交付を受けている社会福祉法人は，国庫補助金等の交付者
である国や地方公共団体に受託責任義務を負うとともに，税金や介護保険料
による財の拠出によって社会福祉法人の事業活動を支援する国民一般に対
し，客観的で理解可能な会計情報を自ら公表することでその受託責任を果た
す必要がある。 
国庫補助金等の金額とその交付内容を注記および附属明細書に具体的に
開示していくことにより，会計情報利用者は国庫補助金等の交付目的と当該
国庫補助金等からどのような物的資源を調達したのかを事業活動の成果と
関連づけて理解することが可能となる。このような積極的な会計情報開示
は，その行為そのものが，組織のガバナンス達成とともに，事業活動の有効
性を明らかにしていくものとなるであろう。 
本論文は，社会福祉法人会計における問題点を明らかにしたうえで，会計
情報利用者にとって有用なかたちで会計情報が開示されるべく，そのあり方
を究明することに注力した。現在，社会福祉法人が公表している財務情報は，
一般的に，その内容を理解することが困難となっている。本来，会計情報は
法人の事業内容を適時適切に開示するものでなければならないのであって，
社会福祉法人の会計処理について，その処理過程のすべてを適正に評価しう
る有用な会計情報として財務諸表や附属明細書を作成することは，学術的に
も実務的にも必要不可欠なことであると考えられる。 
こうした研究は，社会福祉法人における会計処理の精緻化を促進するとと
もに，高齢化社会という現在わが国経済社会が直面している問題を解決する
ことにおいて，また，社会福祉法人の事業活動に対する適正な評価につなが
る有用な会計情報を提供するということにおいて，社会的貢献につながるも
のと考えられる。 
 
 
